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 筆者の以前の報告書[1]で説明したように、１９９８年の OECD Report[2]や米国科学財




















































































  理由 
 ④企業に国内外国人研究開発者がいる場合、彼らを雇用あるいは採用することになった 
  経緯、理由、要因（日本人研究開発者ではダメなのか？）。また彼らのルーツ。 
 ⑤企業に国内外国人研究開発者がいる場合、彼らはどの部署（研究所、事業所、工場、 

























































































































235 人である。なお職員総数の４７機関での合計は 14,471 人（平均 308 人）であり、年間




















































































































































 表１―１は、合計 2,125 人の外国人研究開発者の国籍と人数の関係をまとめたものであ
る。最も多いのは、中国籍の外国人研究開発者で 441 人(20.8%),次いで米国籍の 232 人









国籍 人数 構成比（％） 国籍 人数 構成比（％） 
中華人民共和国 441 20.8 ノルウエー 4 0.2 
アメリカ合衆国 232 10.9 ウクライナ 3 0.1 
大韓民国 201 9.5 オーストリア 3 0.1 
ドイツ 139 6.5 ナイジェリア 3 0.1 
インド 139 6.5 ベラルーシ 3 0.1 
フランス 115 5.4 ユーゴスラビア 3 0.1 
ロシア 101 4.8 台湾 3 0.1 
イギリス 75 3.5 アルゼンチン 2 0.1 
インドネシア 47 2.2 ウルグアイ 2 0.1 
イタリア 44 2.1 オマーン 2 0.1 
タイ 37 1.7 カザフスタン 2 0.1 
オーストラリア 30 1.4 ケニア 2 0.1 
オランダ 26 1.2 シンガポール 2 0.1 
ハンガリー 25 1.2 スリランカ 2 0.1 
カナダ 21 1.0 スロバニア 2 0.1 
ポーランド 20 0.9 チリ 2 0.1 
ベトナム 20 0.9 ネパール 2 0.1 
チェコ 17 0.8 ペルー 2 0.1 
マレーシア 16 0.8 ミャンマー 2 0.1 
ニュージーランド 14 0.7 モロッコ 2 0.1 
フィリピン 13 0.6 カメルーン 1 0.0 
メキシコ 13 0.6 カンボジア 1 0.0 
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スイス 12 0.6 クロアチア 1 0.0 
ブラジル 11 0.5 ザイール 1 0.0 
イスラエル 9 0.4 スロベニア 1 0.0 
エジプト 9 0.4 タジキスタン 1 0.0 
パキスタン 9 0.4 チェニジア 1 0.0 
バングラデシュ 9 0.4 ポルトガル 1 0.0 
スペイン 8 0.4 モンゴル 1 0.0 
ルーマニア 8 0.4 ラトビア 1 0.0 
フィンランド 7 0.3 香港 1 0.0 
アルジェリア 6 0.3 南アフリカ 1 0.0 
トルコ 6 0.3 パラグアイ 1 0.0 
ベルギー 6 0.3 タンザニア 1 0.0 
イラン 5 0.2 トーゴー 1 0.0 
ギリシャ 5 0.2 トリニダードトバコ 1 0.0 
ブルガリア 5 0.2 その他 152 7.2 
スウエーデン 4 0.2    

































         表１―２ 利用している外国人研究開発者受け入れ制度 
外国人研究開発者受け入れ制度 機関数 ３８機関に対する割合（％） 
STA(科学技術庁)フェローシップ制度 35 92.1 
その他（２国間協定など） 26 68.4 
自機関所管の省庁の制度(STA を除く) 24 63.2 
正式職員として採用 14 36.8 
自機関独自の制度 9 23.7 
 





















外国人研究開発者の滞在費負担 機関数 ３８機関に対する割合（％） 
日本側より支給 36 94.7 
派遣元外国研究開発機関が支給 16 42.1 
本人が私費負担 11 28.9 
 
表１―３(b) 外国人研究開発者の滞在費負担の組み合わせ 
外国人研究開発者の滞在費負担 機関数 割合（％） 
日本側支給のみ 19 50.0 
日本側支給・派遣元機関支給・私費負担 8 21.1 
日本側支給・派遣元機関支給 7 18.4 
日本側支給・私費負担 2 5.3 
派遣元機関支給のみ 1 2.6 
私費負担のみ 1 2.6 
合計 38 100 
 



















外国人研究開発者の往復旅費負担 機関数 ３８機関に対する割合（％） 
日本側より支給 35 92.1 
派遣元外国研究開発機関が支給 16 42.1 
本人が私費負担 14 36.8 
 
表１―４(b) 外国人研究開発者の往復旅費負担の組み合わせ 
外国人研究開発者の往復旅費負担 機関数 割合（％） 
日本側支給のみ 17 44.7 
日本側支給・派遣元機関支給・私費負担 9 23.7 
日本側支給・派遣元機関支給 6 15.8 
日本側支給・私費負担 3 7.9 
私費負担のみ 2 5.3 
派遣元機関支給のみ 1 2.6 






















業務時使用言語 機関数 ３８機関に対する割合（％） 
英語 38 100.0 
日本語 25 65.8 
15  
その他言語 2 5.3 
 
表１―５(b) 業務時使用言語の組み合わせ 
業務時使用言語 機関数 割合（％） 
英語・日本語 23 60.5 
英語のみ 13 34.2 
英語・日本語・その他言語 2 5.3 
日本語のみ 0 0 
その他言語のみ 0 0 













































































本人が研究開発を主導、他の研究開発者を指導 7 18.4 
























外国人研究開発者が主出願者の場合 ： ６１件 
                 （１機関平均１．６件、０．０２９件/人） 
外国人研究開発者が共同出願者の場合：１０９件 
               （１機関平均２．９件、０．０５２件/人） 
 
３）過去３年間の新アイデアの提供 
新アイデアの提供があった ：２３機関、  合計１７３件 
新アイデアの提供が無かった：１１機関 
18  











     件数の関係 
図１―６：各機関の外国人研究開発者数と過去３年間の外国人研究開発者が貢献した特許 

















































































































人材不足の解消に寄与した。 22 57.9 
海外との情報交換が容易になった。 21 55.3 
所属組織のイメージが向上した。 8 21.1 
よくわからない。 1 2.6 




















外国人研究開発者を受け入れて悪かった点 機関数 ３８機関に対する割合（％） 


















受け入れ体制そのものができていなかった。 3 7.9 
よくわからない。 2 5.3 


















































何事も論理的、理性的に討論するようになった。 5 13.2 
よくわからない 3 7.9 
何も変化しなかった。 3 7.9 































































外国人研究開発者の受け入れ度 機関数 割合（％） 
自機関は他機関に比べて高いと思う 15 39.5 
平均的と思う 15 39.5 
他機関と比べて低いと思う 8 21.1 


































































































自機関は設立してからまだ歴史が浅いから。 0 0 











































全て本人任せである。 0 0 




















今までに発生した問題点 機関数 ３８機関に対する割合（％） 
宿舎・住居に関すること 25 65.8 




言葉・文化・風習の壁に関すること 10 26.3 
子弟の教育に関すること 6 15.8 
研究開発業務に関すること 6 15.8 
対人関係に関すること 6 15.8 
金銭に関すること 6 15.8 
配偶者の仕事斡旋に関すること 4 10.5 





















































今までに発生した問題点 「つくば地域」機関 「非つくば地域」機関 












子弟の教育に関すること 6.3% 22.7% 
研究開発業務に関すること 18.8% 13.6% 
対人関係に関すること 18.8% 13.6% 

























外国人研究開発者受け入れに対する今後の方針 機関数 割合（％） 
更に受け入れを進める予定。 26 68.4 
現状のまま。 12 31.6 
進める必要がない。 0 0.0 









































































外国人研究開発者受け入れを進める点 機関数 ２６機関に対する割合（％） 
滞在期間、人数とも増やす。 13 50.0 
滞在期間は現在程度で、人数を増加する。 8 30.8 






































外国人研究開発者受け入れを進める上での障害 機関数 ２６機関に対する割合（％） 
生活環境 16 61.5 





自機関自身の制度上の制約 6 23.1 
































































研究スペースの不足 9 60.0 
研究・業績評価基準の不明確性 4 26.7 




外国と比べたデータベース整備の遅れ 1 6.7 
外国と比べた情報通信インフラ整備の遅れ 1 6.7 
実験装置の老朽化・不備 1 6.7 
人事流動性の無さ 1 6.7 
大学・他の研究開発機関との交流の無さ 1 6.7 





































外国人用住宅確保 12 75.0 
言葉・文化・風習の壁 9 65.3 
外国人子弟のための教育施設が近くに無い 8 50.0 
日本の高物価 7 43.8 
日本国民一般の国際化未熟（外国人を特別視、英語 6 37.5 
37  
が不得手、など） 
交通事情が悪い 5 31.3 
外国人配偶者のための雇用が無い。 5 31.3 




日本の人事・組織制度 2 12.5 
日本の業績評価・給与制度 1 6.3 












































































その他。 ２ 5.3 
































































































その他。 6.3% 4.5% 


























































（man.yearでは６．２％）に相当する。2,125 人のうち正職員が 63 人(3.0%)、任期付き研
































































































































































































































































































































とをしたかった。当時は Intel 80 時代であり、アップルの初期であった。そのうちに画像
を計算機に入れられることを知った。助手時代にたまたま来日する機会があり、画像処理
を研究していた福井大学の先生を訪問した。その関係で１９８５年に来日し、福井大学の
修士課程に入って勉強した。その当時福井大学には博士課程がなく、また中国でも画像に                                                                                                                                                                                                       
関する研究者は少なかったので、修士課程終了後、名古屋大学の博士課程に入ることにし
た。名古屋大学では CT や X 線によって得られた人体画像から、病気関連の異常をどうや














































































































































STA フェローシップ制度は、科学雑誌 Nature で知った。そこで現在所属する研究室の室
長に手紙を書き STA フェローとして応募した。 
―今までに何回か来日しており、１９９６年に３ケ月間滞在した。その後帰国して再び来
日し、９７年から９８年３月まで日本の他の省の国立研究所で１年間研究した。現在の研



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業種 回答企業数 国内外総売上（億円） 海外売上（億円）海外売上率（％） 研究開発費（億円） 研究開発費割合（％） 国外支出研究開発費（億円）
農林水産業 2 5315 934 17.6 48 0.9 4
鉱業 4 2859 3 0.1 15 0.5 0
建設業 38 185171.8 13864 7.5 1151 0.6 0
食品業 17 97872 1019 1.2 1087 1.2 1.3
繊維業 6 7665 242 3.2 136 1.8 0
パルプ・紙工業 7 25836 676.7 2.6 257.2 1 10
出版・印刷 3 12040 572 4.8 105.3 0.9 2
総合化学・化学繊維工業 13 62212 23865 38.4 2624 4.2 44
油脂・塗料工業 5 22921 10139 44.2 887.4 3.9 130
医薬品工業 10 30389 3938 13 3043 10 77
その他の化学工業 14 43106.9 4190.6 9.7 1118 2.6 38.6
石油製品・石炭製品工業 7 71040.3 1009 1.4 291.6 0.4 1.5
プラスチック工業 6 13404 589 4.4 398 3.8* 21
ゴム製品工業 3 7525 4299 57.1 167 2.2 5
窯業 11 42687 6890 16.1 1013 2.4 30
鉄鋼業 11 66235 9656 14.6 1237.7 1.9 0.7
非鉄金属工業 10 31710 5939 18.7 651 2.1 27.8
金属製品工業 4 4903 624 12.7 86 1.8 0
機械工業 13 39001 11700 30 1336 3.4 5
電気機械器具工業 23 80036.8 27237 34 3889 4.9 121
通信・電子・電気計測器工業 14 212013 90189 42.5 11920 6.2* 207
自動車工業 14 256129.5 138004 53.9 9881.1 3.9 96
その他の輸送用機械工業 8 62080 21759 35 1926 3.1 16
精密機械工業 7 43276 22166 51.2 2487 5.7 2.2
その他の工業（ゲーム、楽器等） 8 19108 5616 29.4 353.7 1.9 11.5
通信・電力・ガス業 13 220198 0 0 4212.3 1.9 12




















































































 表 2―1 には、各業種毎にその業種に属する企業の総売上高の合計も示されており、上位
１０業種は以下の通りである。 
①自動車工業   ２５兆６１３０億円 
②通信・電力・ガス業  ２２兆０１９８億円 
③通信・電子・電気計測器工業 ２１兆２０１３億円 
④建設業   １８兆５１７２億円 
⑤食品業    ９兆７８７２億円 
⑥電気機械器具工業   ８兆００３７億円 
⑦石油製品・石炭製品工業  ７兆１０４０億円 
⑧鉄鋼業    ６兆６２３５億円 
⑨総合化学・化学繊維工業  ６兆２２１２億円 







 表 2―1 には、各業種毎にその業種に属する企業の海外売上高の合計も示されており、上
位１０業種は以下の通りである。 
 ①自動車工業   １３兆８００４億円 
 ②通信・電子・電気計測器工業  ９兆０１８９億円 
 ③電気機械器具工業   ２兆７２３７億円 
 ④総合化学・化学繊維工業  ２兆３８６５億円 
 ⑤精密機械工業   ２兆２１６６億円 
 ⑥その他の輸送用機械工業  ２兆１７５９億円 
 ⑦建設業    １兆３８６４億円 
 ⑧機械工業    １兆１７００億円 
 ⑨油脂・塗料工業   １兆０１３９億円 
 ⑩鉄鋼業      ９６５６億円 
また海外売上比率が高い上位１０業種は以下の通りである。 
 ①ゴム製品工業  ５７．１％ 
 ②自動車工業   ５３．９％ 
 ③精密機械工業  ５１．２％ 
 ④油脂・塗料工業  ４４．２％ 
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 ⑤通信・電子・電気計測器工業 ４２．５％ 
 ⑥総合化学・化学繊維工業 ３８．４％ 
 ⑦その他の輸送用機械工業 ３５．０％ 
 ⑧電気機械器具工業  ３４．０％ 
 ⑨機械工業   ３０．０％ 















 表 2―1 には、各業種毎にその業種に属する企業の総研究開発費の合計も示されており、
上位１０業種は以下の通りである。 
 ①通信・電子・電気計測器工業  １兆１９２０億円 
 ②自動車工業      ９８８１億円 
 ③通信・電力・ガス業     ４２１２億円 
 ④電気機械器具工業     ３８８９億円 
 ⑤医薬品工業      ３０４３億円 
 ⑥総合化学・化学繊維工業    ２６２４億円 
 ⑦精密機械工業     ２４８７億円 
 ⑧その他の輸送用機械工業    １９２６億円 
 ⑨機械工業      １３３６億円 
 ⑩鉄鋼業      １２３８億円 
また総売上高に対する総研究開発費の割合（研究開発費割合）の高い上位１０業種は以下
の通りである。 
 ①医薬品工業    １０．０％ 
 ②通信・電子・電気計測器工業   ６．２％ 
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 ③精密機械工業    ５．７％ 
 ④電気機械器具工業    ４．９％ 
 ⑤総合化学・化学繊維工業   ４．２％ 
 ⑥油脂・塗料工業    ３．９％ 
 ⑥自動車工業     ３．９％ 
 ⑧プラスチック工業    ３．８％ 
 ⑨機械工業     ３．４％ 











らかになった研究開発費の合計５兆３２１億円の 1.7%に相当する。表 2―1 の最右列に業
種毎の合計を示す。上位５業種は、以下の通り。 
 ①通信・電子・電気計測器工業   ２０７億円 
 ②油脂・塗料工業    １３０億円 
 ③電気機械器具工業    １２１億円 
 ④自動車工業      ９６億円 












業種 国内外従業員総数（人） 国外従業員数（人） 国外従業員割合（％） 研究開発者数（人） 研究開発者割合（％） 国外研究開発者数（人） 国外外国人研究開発者数（人）
農林水産業 15400 5310 34.5 520 3.4 90 84
鉱業 2515 89 3.5 142 5.6 0 0
建設業 179428 3879 2.2 3848 2.1 6 6
食品業 92045 11403 12.4 4141 5.3* 40 17
繊維業 16245 1025 6.3 559 3.4 0 0
パルプ・紙工業 35682 902 2.5 1575 4.4 10 0
出版・印刷 19911 565 2.8 654 3.3 0 0
総合化学・化学繊維工業 125931 22740 18.1 13080 10.4 270 202
油脂・塗料工業 52988 28833 54.4 5706 10.8 1153 1127
医薬品工業 60897 2742 4.5 4845 12.3* 93 77
その他の化学工業 88614 20031 22.6 6587 7.4 156 125
石油製品・石炭製品工業 25552 4492 17.6 1373 5.4 5 0
プラスチック工業 18967 369 1.9 1486 10.2* 115 2
ゴム製品工業 33711 25113 74.5 1170 3.5 0 0
窯業 99848 47310 47.4 4301 4.5* 150 55
鉄鋼業 111779 9248 8.3 2823 2.6 6 6
非鉄金属工業 58897 10390 17.6 3418 7.0* 25 4
金属製品工業 10450 330 3.2 588 5.6 0 0
機械工業 106201 28944 27.3 6616 6.2 141 140
電気機械器具工業 334158 154499 46.2 21737 7.3* 765 364
通信・電子・電気計測器工業 629225 136357 21.7 21463 7.3* 446 402
自動車工業 322226 34746 10.8 21488 10.0* 735 413
その他の輸送用機械工業 113749 4821 4.2 6592 5.8 172 172
精密機械工業 149644 63824 42.7 2853 4.9* 63 42
その他の工業 43624 16708 38.3 2263 5.2 40 26
通信・電力・ガス業 337404 94 0.03 6959 2.2 11 2











 ①通信・電子・電気計測器工業   ６２万９２２５人 
 ②通信・電力・ガス業    ３３万７４０４人 
 ③電気機械器具工業    ３３万４１５８人 
 ④自動車工業     ３２万２２２６人 
 ⑤建設業     １７万９４２８人 
 ⑥精密機械工業    １４万９６４４人 
 ⑦総合化学・化学繊維工業   １２万５９３１人 
 ⑧その他の輸送用機械工業   １１万３７４９人 
 ⑨鉄鋼業     １１万１７７９人 





























































 ①電気機械器具工業    １５万４４９９人 
 ②通信・電子・電気計測器工業   １３万６３５７人 
 ③精密機械工業     ６万３８２４人 
 ④窯業      ４万７３１０人 
 ⑤自動車工業      ３万４７４６人 
 ⑥機械工業      ２万８９４４人 
 ⑦油脂・塗料工業     ２万８８３３人 
 ⑧ゴム製品工業     ２万５１１３人 
 ⑨総合化学・化学繊維工業    ２万２７４０人 
 ⑩その他の化学工業     ２万００３１人 
表 2―２には、各業種毎の従業員総数に対する国外従業員の割合（国外従業員割合）も示さ
れており、上位１０業種は以下の通りである。 
 ①ゴム製品工業   ７４．５％ 
 ②油脂・塗料工業   ５４．４％ 
 ③窯業    ４７．４％ 
 ④電気機械器具工業   ４６．２％ 
 ⑤精密機械工業   ４２．７％ 
 ⑥その他の工業   ３８．３％ 
 ⑦農林水産業    ３４．５％ 
 ⑧機械工業    ２７．３％ 
 ⑨その他の化学工業   ２２．６％ 



















 ①電気機械器具工業    ２万１７３７人 
 ②自動車工業     ２万１４８８人 
 ③通信・電子・電気計測器工業   ２万１４６３人 
 ④総合化学・化学繊維工業   １万３０８０人 
 ⑤通信・電力・ガス工業      ６９５９人 
 ⑥機械工業       ６６１６人 
 ⑦その他の輸送用機械工業     ６５９２人 
 ⑧その他の化学工業      ６５８７人 
 ⑨油脂・塗料工業      ５７０６人 
 ⑩医薬品工業       ４８４５人 
また従業員総数に対する研究開発者数の割合（研究開発者割合）が高い上位１０業種は以
下の通りである。 
 ①医薬品工業     １２．３％ 
 ②油脂・塗料工業    １０．８％ 
 ③総合化学・化学繊維工業   １０．４％ 
 ④プラスチック工業    １０．２％ 
 ⑤自動車工業     １０．０％ 
 ⑥その他の化学工業     ７．４％ 
 ⑦電気機械器具工業     ７．３％ 
 ⑦通信・電子・電気計測器工業    ７．３％ 
 ⑨非鉄金属工業     ７．０％ 


































農林水産業  ⑦   
鉱業     
建設業     
食品業     
繊維業     
パルプ・紙工業     
出版・印刷     
総合化学・化学繊維
工業 
⑥  ⑤ ③ 
油脂・塗料工業 ④ ② ⑥ ② 
医薬品工業   ① ① 
その他の化学工業  ⑨  ⑥ 
石油製品・石炭製品
工業 
    
プラスチック工業   ⑧ ④ 
ゴム製品工業 ① ①   
窯業  ③   
鉄鋼業     
非鉄金属工業    ⑨ 
金属製品工業     
機械工業 ⑨ ⑧ ⑨ ⑩ 
電気機械器具工業 ⑧ ④ ④ ⑦ 
通信・電子・電気計
測器工業 
⑤ ⑩ ② ⑦ 
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自動車工業 ②  ⑥ ⑤ 
その他の輸送用機
械工業 
⑦  ⑩  
精密機械工業 ③ ⑤ ③  
その他の工業 ⑩ ⑥   
通信・電力・ガス業     
 







































の選択肢の中から１つ選んでもらった結果を表 2―4 に示す。 
 
表 2―4 自社内に外国人社員を採用しない理由 
外国人社員を採用しない理由 企業数 構成比（％） 











その他 6 9.4 
無回答 9 14.1 
合計 64 100.0 
 























 ①電気機械器具工業    １５万０８７５人 
 ②通信・電子・電気計測器工業   １３万５０９０人 
 ③精密機械工業     ５万５９４４人 
 ④窯業      ４万５３４３人 
 ⑤機械工業      ２万６７１７人 
 ⑥自動車工業      ２万５５７９人 
 ⑦ゴム製品工業     ２万４５３０人 
 ⑧総合化学・化学繊維工業    ２万２０９５人 
 ⑨その他の化学工業     １万９２５６人 
 ⑩油脂・塗料工業     １万１２１１人 
また従業員総数に対する外国人従業員数の割合（「外国人従業員割合」）が高い上位１０業
種は、以下の通りである。 
 ①ゴム製品工業    ７２．８％ 
 ②窯業     ４５．４％ 
 ③電気機械器具工業    ４５．２％ 
 ④精密機械工業    ３７．４％ 
 ⑤農林水産業     ２９．８％ 
 ⑥機械工業     ２５．２％ 
 ⑦その他の化学工業    ２１．７％ 
 ⑧通信・電子・電気計測器工業   ２１．５％ 
 ⑨油脂・塗料工業    ２１．２％ 








業種 外国人従業員総数（人） 外国人従業員割合（％） 外国人役員総数（人） 国内外国人従業員数（人） 国内外国人役員数（人） 国内外国人研究開発者数（人） 国内外国人研究開発者割合(%)
農林水産業 4585 29.8 15 6 0 0 0
鉱業 23 0.9 0 0 0 0 0
建設業 742 0.4 12 102 0 17 0.44
食品業 8860 9.6 73 44 0 13 0.31
繊維業 1005 6.2 0 10 0 1 0.18
パルプ・紙工業 780 2.2 10 2 0 0 0
出版・印刷 4 0.02 0 4 0 4 0.61
総合化学・化学繊維工業 22095 17.5 7 70 0 54 0.41
油脂・塗料工業 11211 21.2 29 20 0 4 0.07
医薬品工業 1786 2.9 7 22 1 17 0.35
その他の化学工業 19256 21.7 2 40 0 22 0.33
石油製品・石炭製品工業 22 0.09 6 20 6 4 0.29
プラスチック工業 326 1.7 3 6 0 6 0.4
ゴム製品工業 24530 72.8 20 1 0 0 0
窯業 45343 45.4 109 51 0 23 0.53
鉄鋼業 8968 8 0 20 0 10 0.35
非鉄金属工業 6993 11.9 5 47 0 36 1.05
金属製品工業 2 0.02 0 1 0 1 0.17
機械工業 26717 25.2 104 29 0 24 0.36
電気機械器具工業 150875 45.2 145 117 1 61 0.28
通信・電子・電気計測器工業 135090 21.5 86 219 5 143 0.67
自動車工業 25579 7.9 18 133 8 29 0.13
その他の輸送用機械工業 1263 1.1 8 79 0 16 0.24
精密機械工業 55944 37.4 84 85 0 25 0.88
その他の工業 4410 10.1 1 21 1 5 0.22
通信・電力・ガス業 56 0.02 0 52 0 46 0.66








 ①電気機械器具工業    １４５人 
 ②窯業     １０９人 
 ③機械工業     １０４人 
 ④通信・電子・電気計測器工業    ８６人 







 ①通信・電子・電気計測器工業   ２１９人 
 ②自動車工業     １３３人 
 ③電気機械器具工業    １１７人 
 ④建設業     １０２人 








 ①自動車工業    ８人 
 ②石油製品・石炭製品工業  ６人 
 ③通信・電子・電気計測器工業  ５人 
 ④医薬品工業    １人 
 ④電気機械器具工業   １人 


































 表 2―6 は、１１２社の各社に何人の国内外国人研究開発者がいるか度数分布を示したも
のである。 
表 2―6：国内外国人研究開発者数に関する企業構成比 
国内外国人研究開発者数 企業数 割合（％） 
１~３人 ７５ 67.0 
４~６人 １１ 9.8 
７~９人 １０ 8.9 
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１０~２０人 ８ 7.1 
２１~３０人 ３ 2.7 
３１~４０人 １ 0.9 
４１~５０人 ２ 1.8 
在籍するが人数記入せず ２ 1.8 
合計 １１２ 100.0 
 





 各業種毎の国内外国人研究開発者数は表 2―5 に示されており、上位５業種は以下の通り
である。 
 ①通信・電子・電気計測器工業   １４３人 
 ②電気機械器具工業     ６１人 
 ③総合化学・化学繊維工業    ５４人 
 ④通信・電力・ガス業     ４６人 
 ⑤非鉄金属工業     ３６人 
また表 2―２に示されている各業種毎の研究開発者数に対する国内外国人研究開発者数の
割合も表 2―5 に示されており、上位５業種は以下の通りである。 
 ①非鉄金属工業    １．０５％ 
 ②精密機械工業    ０．８８％ 
 ③通信・電子・電気計測器工業   ０．６７％ 
 ④通信・電力・ガス業    ０．６６％ 
 ⑤出版・印刷     ０．６１％ 
 
国内外国人研究開発者の国籍 







表 2―7 日本国内外国人研究開発者の国籍と人数 
国籍 人数 構成比（％） 国籍 人数 構成比（％） 
中華人民共和国 214 38.1 ベルギー 2 0.4 
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アメリカ合衆国 49 8.7 マレーシア 2 0.4 
インド 48 8.6 アルジェリア 1 0.2 
韓国 26 4.6 アルゼンチン 1 0.2 
ドイツ 24 4.3 イスラエル 1 0.2 
シンガポール 22 3.9 ウクライナ 1 0.2 
イギリス 18 3.2 エジプト 1 0.2 
カナダ 18 3.2 カンボジア 1 0.2 
フランス 18 3.2 ケニア 1 0.2 
台湾 11 2.0 デンマーク 1 0.2 
ブラジル 4 0.7 ニュージーランド 1 0.2 
ロシア 4 0.7 ネパール 1 0.2 
イラン 3 0.5 パキスタン 1 0.2 
インドネシア 3 0.5 バングラデイシュ 1 0.2 
オーストラリア 3 0.5 ブルガリア 1 0.2 
トルコ 3 0.5 ポーランド 1 0.2 
フィリピン 3 0.5 ポルトガル 1 0.2 
イタリア 2 0.4 メキシコ 1 0.2 
オランダ 2 0.4 ユーゴスラビア 1 0.2 
スウエーデン 2 0.4 ルーマニア 1 0.2 
スペイン 2 0.4 ルクセンブルグ 1 0.2 
スリランカ 2 0.4 その他 20 3.6 
スロバキア 2 0.4 国籍記入せず 33 5.9 
ベトナム 2 0.4 合計 561 100.0 
 
国内外国人研究開発者の日本滞在期間 




















可能）。結果を表 2―8 に示す。 
 
表 2―8 外国人研究開発者の日本国内組織への受け入れ制度 
外国人研究開発者国内受け入れ制度 企業数（社） １１２社に対する割合（％） 
日本国内正社員として採用 72 64.3 
その他（契約社員、任期付き社員、嘱託など） 36 32.1 
自社海外研究開発拠点の外国人社員 19 17.0 
提携先外国企業と共同研究 18 16.1 

























表 2―9(a) 業務時使用言語 
業務時使用言語 企業数（社） １１２社に対する割合（％） 
日本語 103 92.0 
英語 61 54.5 
その他言語（中国語、独語など） 4 3.6 
 
表 2―9(b) 業務時使用言語の組み合わせ 
業務時使用言語 企業数（社） 割合（％） 
英語・日本語 49 43.8 
日本語のみ 48 42.9 
英語のみ 8 7.1 
英語・日本語・その他言語 4 3.6 
無回答 3 2.7 





























表 2―10 である。 
 









































択肢から選んでもらった（複数選択可）。表 2―11 にその集計結果を示す。 
 
表 2―11 外国人研究開発者の周囲の人々との関係 



























表 2―12 外国人研究開発者の新製品への貢献度 
外国人研究開発者の研究開発が新製品に結びついたことがあるか。 企業数 割合（％） 
あった。 55 49.1 
全く無かった。 49 43.8 
無回答 8 7.1 
合計 112 100.0 
 







































入してもらった。以下の表 2―13 にその集計結果を示す。 
 
表 2―13 外国人研究開発者が関係した新製品の自社利益への貢献度 
新製品の自社利益への貢献度 企業数 ５５社に対する割合（％） 件数 
大きく貢献した。 14 25.5 14 
ほどほどに貢献した。 41 74.4 72 
あまり貢献しなかった。 11 20.0 11 
ほとんど売れず欠損を生じた。 1 1.8 5 
 













































































表 2―14 外国人研究開発者を受け入れて良かった点 




海外との情報交換が容易になった。 49 43.8 
人材不足の解消に寄与した。 40 35.7 




所属組織のイメージが向上した。 12 10.7 
よくわからない。 5 4.5 
その他 15 13.4 
 













































表 2―15 外国人研究開発者を受け入れて悪かった点 





コミュニケーションがうまくいかなかった。 19 17.0 
宿舎の確保などの事務手続きに手間がかかった。 18 16.1 













任期途中で帰国してしまった。 5 4.5 
受け入れ体制そのものができていなかった。 3 2.7 
企業秘密が外部に漏れてしまった。 0 0.0 
その他 6 5.4 
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表 2―16 外国人研究開発者を受け入れて変化した点 




















よくわからない。 12 10.7 
124  
その他変化した点 5 4.5 
 





























己判定してもらった結果を表 2―17 に示す。 
 
表 2―17 外国人研究開発者の受け入れ度（自己判定） 
外国人研究開発者の受け入れ度（自己判定） 企業数 割合（％） 
国内同業他社に比べて低いと思う 69 61.6 
平均的と思う。 34 30.4 
125  
高いと思う。 7 6.3 
無回答 2 1.8 
合計 112 100.0 
 











表 2―18 外国人研究開発者の割合が高い要因（自己判断） 
















その他 1 14.3 
 
 表 2―18 で「その他」にチェックした企業は、１社のみであり、その具体的記入内容は、
「世界最先端の技術開発競争には、それを可能にする研究者が必要。日本国内に存在しな
ければ外国人を採用するのは当然」であった。 

















でもらった。その結果を表 2―19 に示す。 
 
表 2―19 外国人研究開発者受け入れ体制の程度 












全て本人任せである。 10 8.9 
無回答 1 0.9 
合計 112 100.0 
 












らった（複数選択可）。その結果を表 2―20 に示す。 
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表 2―20 今までに発生した問題点 




言葉・文化・風習の壁に関すること 31 27.7 
宿舎・住居に関すること 26 23.2 
対人関係に関すること 17 15.2 
研究開発業務に関すること 15 13.4 
病気・事故その他のトラブル発生時の対応 14 12.5 
子弟の教育に関すること 10 8.9 
配偶者の仕事斡旋に関すること 6 5.4 
金銭に関すること 6 5.4 
その他 4 3.6 
 


































表 2―21 外国人研究開発者受け入れに対する今後の方針 
外国人研究開発者受け入れに対する今後の方針 企業数 割合（％） 
更に受け入れを進める予定。 36 32.1 
現状のまま。 71 63.4 
進める必要がない。 4 3.6 
無回答 1 0.9 
合計 112 100.0 
 

































































































































表 2―22 外国人研究開発者受け入れを進める点 
外国人研究開発者受け入れを進める点 企業数 ３６社に対する割合（％） 
滞在期間、人数とも増やす。 19 52.8 
滞在期間は現在程度で、人数を増加する。 15 41.7 
132  
人数は現在程度で、各人の滞在期間を長くする。 2 5.6 
 




















































表 2―23 外国人研究開発者受け入れを進める上での障害 
外国人研究開発者受け入れを進める上での障害 企業数 ３６社に対する割合（％） 
国の制度、法律上の制約（出入国管理法、社会保険等） 17 47.2 
生活環境 17 47.2 
自社或いは日本の研究環境 14 38.9 
自社自身の制度上の制約 10 27.8 
その他 1 2.8 
 


































・ 年俸の上限が暗に定められている。  
 





 表 2―23 で「自社或いは日本の研究環境」の項目にチェックした１４社に対し、更にそ
の詳しい内容を把握するため、アンケート用紙に記載された複数の選択肢の中から問題と
なる研究環境の項目を選んでもらった（複数回答可）。その集計結果を表 2―24 に示す。 
 
表 2―24 外国人研究開発者を更に受け入れる上で問題となる研究環境 









人事流動性の無さ 3 21.4 
外国と比べた情報インフラ整備の遅れ 3 21.4 
外国と比べたデータベース整備の遅れ 1 7.1 
大学・他の研究開発機関との交流の無さ 1 7.1 
研究スペースの不足 0 0.0 
実験装置の老朽化・不備 0 0.0 
外国と比べた研究情報の流通の悪さ 0 0.0 
その他 1 7.1 
 






























 表 2―23 で「生活環境」の項目にチェックした１７社に対して、更にその詳しい内容を
把握するため、アンケート用紙に記載された複数の選択肢の中から問題となる生活環境の
項目を選んでもらった（複数回答可）。その集計結果を表 2―25 に示す。 
 
表 2―25 外国人研究開発者を更に受け入れる上で障害となる生活環境 
外国人研究者を受け入れる上で障害となる生活環境 企業数 １７社に対する割合（％） 
日本の高物価 9 52.9 
日本の業績評価・給与制度 8 47.1 
日本の人事・組織制度 7 41.2 
言葉・文化・風習の壁 7 41.2 
外国人用住宅確保 6 35.3 




外国人配偶者のための雇用が無い 5 29.4 




外国人向き医療機関が無い 1 1.9 
その他 0 0.0 
 




























表 2―26 外国人研究開発者受け入れに関し日本政府に望む点 
外国人研究者受け入れに関し日本政府に望む点 企業数 １１２社に対する割合（％） 
外国人研究者受け入れの諸手続・提出書類の簡素化 70 62.5 
長期ビザ取得を容易にしてほしい。 58 51.8 











何も望まない。 11 9.8 
その他 5 4.5 
 








































































































































































































































































とし、t89(0.025)を自由度８９の t分布の数表から求めると t89(0.025)=1.99となり、 














































































  理由 
 ④企業に国内外国人研究開発者がいる場合、彼らを雇用あるいは採用することになった 
  経緯、理由、要因（日本人研究開発者ではダメなのか？）。また彼らのルーツ。 
147  
 ⑤企業に国内外国人研究開発者がいる場合、彼らはどの部署（研究所、事業所、工場、 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１３ケ国、3６人（学部卒 14 名、修士 19 名、博士 3 名）になるが、大体３~４年滞在して
母国（米国、欧州、インドなど）に帰る例が多い。当社で働いたということは、外国人研
究開発者にとってもキャリア形成の一つとなっており、大学教授になったり、ベンチャー




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 第二部第１章の日本企業に対するアンケート調査結果を、１９９８年の OECD Report[5]
















































































  この研究所の仕事は、下請け業務であり、日本本社の意向でコントロールされてしま 
  う。海外拠点はどこでも report先が２箇所（本社と海外現地法人社長・所長）あり海 




































































































































































































現在約８０人の研究者がいるが、約５０％は researcher member そして約５０％は
















研究者の業績評価は、論文や特許およびその質に関する指標評価に基づき Board of 
Fellowsにより行われ、次に当社への貢献度や学会へのインパクト、新アイデアの提供度
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                              平成１１年２月１２日 
                        科学技術庁 科学技術政策研究所 





  人や日本法人と対等に活動する状態を意味しています。それは、日本人や日本法人が 
  国外に出て行って外国人や外国法人と対等に活動する状態を意味する「外なる国際 
  化」に相対する概念です。） 
 
２．本調査は、国立試験研究機関（国研）および特殊法人研究開発機関を対象としていま 
  す。国研は、研究所長宛、特殊法人は理事長宛に本調査票を送付しておりますが、本 
  調査を回答するにあたりより適した部署が貴機関内に存在すると思いますので、お手 









  書を送付致します。 
 
６．本調査に関するお問い合わせは、下記の調査担当者にご連絡下さい。 
   〒１００－００１４  東京都千代田区永田町１－１１－３９ 
              科学技術庁 科学技術政策研究所 
              第一研究グループ 田中 茂 
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              TEL：０３－３５８１－２３９６ 




ご所属    ： 
お役職    ： 
お名前    ： 
所在地    ：〒 









  （１）職員総数（平成１０年度）           人 
  （２）年間総予算（平成１０年度）            億円
  （３）研究開発者総数（平成１０年度）         人 
 
Ｑ２ 貴機関内の外国人研究開発者の存在について伺います。該当する項目にチェッ 
   クして下さい。 
（１）貴機関内に外国人研究開発者（期限付きも含む）はいますか。 















  また、外国人であっても、研修・教育・訓練を目的として来日している人を除く） 
  について伺います。以下の空欄にご記入下さい。 
  （１）外国人研究開発者総数（平成１０年度初めから年度末まで）のべ    人 
  （２）上記（１）の内の正職員数               人
  （３）上記（１）の内の任期付き研究開発者数（招待研究者、研究交流者も含む） 
                                     人
















No. 滞在期間 外国人研究開発者数 
1 ３ケ月以下  
2 ６ケ月以下  
3 １年以下  
4 ２年以下  
5 ３年以下  
































□１  数学・物理 
□２  化学 
□３  生物・バイオ 
□４  天文・地学 
□５  機械・航空・船舶 
□６  電気・電子 
□７  通信・コンピュータ 
□８  金属・材料 






□１５ その他（具体的には       ） 





   リーダや同僚とともに研究開発を実施している。 
□２ 本人だけで独自に研究開発を実施している。 
□３ 本人が、あるグループの研究開発を主導し、他の日本人、外国人 






   外国人研究開発者が主著者の場合  ：     件
   外国人研究開発者が共著者の場合  ：     件
２）過去３年間の特許出願数 
   外国人研究開発者が主出願者の場合 ：     件
   外国人研究開発者が共同出願者の場合：     件
 
３）過去３年間に外国人研究開発者より新アイデアの提供がありました 
  か。該当する項目にチェックし、また記入可能であれば、空欄に記 
  入して下さい。 
□１あった。  もし数えられるなら、      件 
   またもしその内容もわかる場合、具体的には、 
                                
                                
                                
        □２全く無かった。 
 
  Q６ 貴研究開発機関で外国人研究開発者を受け入て良かった点、悪かった点また変 
    化した点について伺います。該当する項目にチェックして下さい（複数選択可） 









□８ その他（具体的には                   ） 
 
     [悪かった点] 
□１  外国人研究開発者に対する世話役の研究開発者の負担が増加し 
    て、本来の研究開発の進展がとどこおった。 
□２  機関規模の割には、外国人研究開発者受け入れ数が多く組織全 
    体の事務的負担が増大した。 
□３  宿舎の確保などの事務手続きに手間がかかった。 
□４  初期の教育・研修に時間が取られ、期待通りの成果が出なかっ 
    た。 
□５  コミュニケーションがうまくいかなかった。 
□６  日本での生活・文化に馴染めず、トラブルを起こした。 
□７  研究環境や研究方法に馴染めず、研究がはかどらなかった。 
□８  受け入れ体制そのものができていなかった。 
□９  よくわからない。 
□１０ その他（具体的には、                 ） 
 
     [変化した点] 
□１ 外国人研究者が所属する研究グループ内では、研究に関する打ち 
   合わせや会合を英語で行うようになった。 
□２ 従来、日本人同士では暗黙的了解で進めてきたことを、英語で文 
   書化したり、グループ全員で議論したりして「明示化」するよう 
   になった。 
□３ 何ごとも論理的、理性的に討論をするようになった。 
□４ 自己主張や効果的プリゼンテーションをしないと他の人に認めて 
   もらえないと思うようになった。 
□５ 世界中には外見や思考方法、宗教、文化・風習など色々異なった 
   人がいて当然と思うようになった。 
□６ 現在実施している研究開発が世界的にみてどのような位置にある 
   のか気にするようになった。 
□７ その他変化した点（具体的には、             ） 
□８ よくわからない。 
□９ 何も変化しなかった。 
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  （複数選択可）。 
□１  貴機関には歴史があるので、外国人研究開発者を多数引きつけ 
    る。 
□２  従来から貴機関全体が高水準の研究開発を実施しており、それ 
    が外国人研究開発者を多数引きつける。 
□３  機関内の特定の研究開発者が世界的水準の研究開発を実施して 
    おり、それが外国人研究開発者を引きつける。 
□４  今まで多くの外国人研究開発者を受け入れてきたので、貴機関 
    での研究開発を希望する後続の外国人研究開発者が絶えない。 
□５  世界的に魅力ある研究テーマを掲げて外国人研究開発者を引き 
    つけている。 
□６  特に外国人にこだわったわけではなく、優秀な人材を世界的に 
    公募したら、結果として外国人研究開発者が多数集まった。 
□７  外国に貴機関と類似の研究開発機関が多数存在する。 
□８  貴機関の研究開発テーマが日本にのみ関係しているわけではな 
    いので、外国人研究開発者が応募しやすく貴機関も受け入れや 
    すい。 
□９  貴機関所属の研究開発者個人の研究上のパートナー/友人を世界 
    中から毎年順番に招いている。 
□１０ 貴機関は、世界的に見て研究施設面において優れているから。 
□１１ その他（具体的には                  ） 
 




  （複数選択可）。 
□１  貴機関は設立してからまだ歴史が浅いから。 
□２  貴機関はまだ世界的にみて顕著な成果を上げていないから。 
□３  機関内に、世界的水準の研究開発を実施している研究開発者が 
    少ない（いない）。 
□４  今までに外国人研究開発者を受け入れた経験が少ない。 
□５  機関内に世界的にみて魅力ある研究テーマが少ない（ない）。 
□６  外国には貴機関と類似の研究開発機関が少ない。 
□７  研究開発テーマが日本国内にのみ関係しているものなので。 
□８  国家権力の行使や国家機密・国益に関係した研究開発を実施し 
    ているので外国人研究開発者の受け入れが困難である。 
□９  機関所在地が地方なので希望する外国人研究開発者が少ない。 
□１０ 貴機関は、研究施設面で特に優れてはいないから。 











   で、受け入れ研究開発機関側で予め準備し、また専任者を指定し 
   て、十分に世話・支援している。 
□２ 受け入れ研究開発機関側で予想できる点については予め準備して 
   おくが、それ以外は外国人研究開発者が来てから希望を聞いてそ 
   の都度対応していく。 
□３ 外国人研究開発者が来てから、本人からの申し出に対して、その 
   都度世話・支援しているが、それ以外は本人に任せている。 
□４ 全て本人任せである。 
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（２）今までに発生した問題点は、どのようなものですか。以下の該当する項
目にチェックして下さい（複数選択可） 
□１  宿舎・住居に関すること 
□２  身元保証・滞在許可、年金、健康保険など外国人に対する国の 
    制度や社会制度に関すること 
□３  病気・事故・その他トラブル発生時の対応 
□４  言葉・文化・風習の壁に関すること 
□５  子弟の教育に関すること 
□６  配偶者の仕事斡旋に関すること 
□７  研究開発業務に関すること 
□８  対人関係に関すること 
□９  金銭に関すること 
□１０ その他（具体的には           ）
 
 
  Q９ 貴研究開発機関の外国人研究開発者受け入れに関する今後の方針や問題点を伺 





    理由は                          
□２ 現状のまま。 
    理由は                          
□３ 進める必要がない。 






    理由は、                       
□２ 人数は現在程度で、各人の滞在期間を長くする。 
    理由は、                       
□３ 滞在期間、人数とも増やす。 
    理由は、                       






   具体的には、                     
□２ 貴研究開発機関自身の制度上の制約。 
   具体的には                      
□３ 貴研究開発機関或いは日本の研究環境 
   （これにチェックされた場合、以下の（４）に進んでください。） 
□４ 生活環境 
   （これにチェックされた場合、以下の（５）に進んで下さい。） 






□１  研究スペースの不足 
□２  実験装置の老朽化・不備 
□３  外国人研究者に対する指導/パートナー研究者の負担の増大 
□４  研究・業績評価基準の不明確性 
□５  人事流動性の無さ 
□６  大学・他の研究開発機関との交流の無さ 
□７  外国と比べた研究情報の流通の悪さ 
□８  外国と比べたデータベース整備の遅れ 
□９  外国と比べた情報通信インフラ整備の遅れ 
□１０ 外国人研究開発者を引きつける世界的レベルの研究の少なさ 
□１１ その他（具体的には                 ）
 
（５）上記（３）で項目４にチェックされた研究開発機関に伺います。 
  貴研究開発機関が更に外国人研究開発者を受け入れる上で、外国人研究開 
  発者からみて障害となる生活環境は、以下のどの項目とお考えですか。該 
  当する項目にチェックして下さい（複数選択可） 
□１  外国人用住宅確保 
□２  日本の高物価 
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□３  交通事情が悪い 
□４  言葉・文化・風習の壁 
□５  外国人子弟のための教育施設が近くに無い 
□６  外国人配偶者のための雇用が無い 
□７  外国人向き医療機関が無い 
□８  日本の人事・組織制度 
□９  日本の業績評価・給与制度 
□１０ 所在地が都会から離れている。近くに教育・文化・娯楽施設が 
    無い。 
□１１ 日本国民一般の国際化未熟（外国人を特別視、異質の人を避け 
    る、英語が不得手、ローマ字の道路標識が少ない、…） 




    ことに関して伺います。以下の項目について該当する項目にチェックして下さい 
    （複数回答可）。 
□１  長期ビザ取得を容易にしてほしい。 
□２  外国人研究開発者受け入れに関する諸手続・提出書類を簡素化 
    してほしい。 
□３  出入国管理法を緩和してほしい。 
□４  公的機関による日本語講習・日本文化教室の開催。 
□５  公的機関による外国人宿舎・住宅の確保（既存物件のデータベ 
    ース化、斡旋、貴機関付近での新規建設など） 
□６  公的機関による外国人研究開発者子女用教育機関の斡旋、紹介。 
□７  公的機関による外国人向き医療機関の斡旋、紹介。 
□８  公的機関による外国人研究開発者世話・支援組織の整備。 
□９  外国人研究開発者派遣元機関の情報をデータベース化し、受け 
    入れ機関に情報提供してほしい。 
□１０ 外国人研究開発者受け入れに対する予算的、人的助成。 
□１１ 公的機関による貴研究開発機関を含む国立・特殊法人研究開発 
    機関全体の海外への広範な紹介・広報活動。 
□１２ 外国人研究開発者受け入れに関する包括的手引き書の作成。 
□１３ その他（具体的には                  ） 
□１４ 何も望まない。 
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Q１１ その他、ご意見等ございましたら、ご自由にご記入下さい。 
   （                                    
                                       





   お忙しい中、ご協力を賜り真にありがとうございました。 
 
                  (1) 





                              平成１１年２月１２日 
                        科学技術庁 科学技術政策研究所 





  人や日本法人と対等に活動する状態を意味しています。それは、日本人や日本法人が 
  国外に出て行って外国人や外国法人と対等に活動する状態を意味する「外なる国際 


















  致します。 
                  (2) 
 
６．本調査に関するお問い合わせは、下記の調査担当者にご連絡下さい。 
   〒１００－００１４  東京都千代田区永田町１－１１－３９ 
              科学技術庁 科学技術政策研究所 
              第一研究グループ 田中 茂 
              TEL：０３－３５８１－２３９６ 




ご所属    ： 
お役職    ： 
お名前    ： 
所在地    ：〒 













 Q1 貴社の主たる業種は何ですか。以下の該当する番号に１つチェックして下さい。 
   □１  農林水産業 
   □２  鉱業 
   □３  建設業 
   □４  食品業 
   □５  繊維工業 
   □６  パルプ・紙鉱業 
   □７  出版・印刷 
   □８  総合化学・化学繊維工業 
                  (3) 
   □９  油脂・塗料工業 
   □１０ 医薬品工業 
   □１１ その他の化学工業 
   □１２ 石油製品・石炭製品工業 
   □１３ プラスチック工業 
   □１４ ゴム製品工業 
   □１５ 窯業 
   □１６ 鉄鋼業 
   □１７ 非鉄金属工業 
   □１８ 金属製品工業 
   □１９ 機械工業 
   □２０ 電気機械器具工業 
   □２１ 通信・電子・電気計測器工業 
   □２２ 自動車工業 
   □２３ その他の輸送用機械工業（船、車両、航空機など） 
   □２４ 精密機械工業 
   □２５ その他の工業（ゲーム・娯楽機器、楽器など） 
   □２６ 運輸・通信・公益（電力、ガス）業 
□２７ ソフトウエア、情報サービス業 
□２８ 研究開発・分析試験業 
□２９ その他の業種（具体的には         ） 
 
Q２ 貴社の概要についてお伺い致します。以下の空欄にご記入下さい。 
  （連結ベースでご記入下さい。） 
  （１）資本金（平成１０年度）                    億円
  （２）年間総売り上げ（平成１０年度見込み、国内外合計）       億円 
  （３）上記（２）の内、国外売り上げ                 億円
  （４）総研究開発費（平成１０年度、国内外合計）           億円
  （５）上記（３）の内、国外で支出した研究開発費           億円
 
  （６）社員総数（平成１０年度、国内外合計）              人 
  （７）上記（６）の内、国外の社員数                  人
  （８）研究開発者総数（平成１０年度、国内外合計）           人 
  （９）上記（８）の内、国外の研究開発者数               人
  （１０）上記（９）の内、外国人研究開発者数              人 
 
                  (4) 
  Q３ 貴社の人的国際化について伺います。該当する項目にチェックし、また必要な 
     箇所に記入して下さい。 
（１）貴社の国内および国外組織内に外国人社員（期限付きも含む）はいますか。 
 □１ いる。        計    名、そのうち外国人役員は   名 




   を採用していない理由はどのようなものですか。以下の該当する項目に１ 
   つチェックしてください。 
□１ 自社の市場は国内のみであり、必要性を全く感じていないから。 
□２ 自社の市場は、国内と国外両方にあるが、現時点では国外売上比率が低 
   く日本人社員のみで対応できるから。 
□３ 自社の市場は世界的（国外売上比率１０％以上とする）であるが、日本 
   人社員のみで対応できるから。 
□４ 外国人社員の必要性を感じているが、外国人採用に際していろいろな支 
   障（言葉、文化の壁、雇用習慣など）や問題点がありそうだから。 












   また、外国人であっても、研修・教育・訓練を目的として来日している人を除 
   く）について伺います。以下の空欄にご記入下さい。 
（１）国内の外国人研究開発者総数（平成１０年度初めから年度末まで） 
                             のべ    人
  （２）上記（１）の内の正社員数                    人 
  （３）上記（１）の内の任期付き研究開発者数（招待研究者、研究交流者も含む） 
                                     人 
                  (5) 















  （５）外国人研究開発者の日本国内滞在期間（予定を含む） 
No. 滞在期間 外国人研究開発者数 
1 ３ケ月以下  
2 ６ケ月以下  
3 １年以下  
4 ２年以下  
5 ３年以下  









   ている。 
□４ 日本国内正社員として採用。 
□５ その他（具体的には                ）
 





□３ その他 （具体的には     語）
                  (6) 
（２）外国人研究開発者の研究開発分野はどれですか。以下の該当する項目にチ
ェックして下さい（複数選択可）。 
□１  食品/農水産 
□２  繊維 
□３  バイオテクノロジ ー
□４  化学 
□５  医薬品 
□６  鉄鋼/非鉄金属 
□７  プラントエンジニアリング 
□８  重電/エネルギー 












   リーダや同僚とともに研究開発を実施している。 
□２ 本人だけで独自に研究開発を実施している。 
□３ 本人が、あるグループの研究開発を主導し、他の日本人、外国人 






□１ あった。  もし数えられるなら、      件 
   またもしその内容もわかる場合、具体的には、 
                                 
                                 
                                 






□１ 大きく貢献した。            件 
□２ ほどほどに貢献した。          件
□３ あまり貢献しなかった。         件 




   外国人研究開発者が主著者の場合  ：     件 
   外国人研究開発者が共著者の場合  ：     件 
 
４）過去３年間の特許出願数 
   外国人研究開発者が主出願者の場合 ：     件 
   外国人研究開発者が共同出願者の場合：     件
 
 
  Q７ 貴社で外国人研究開発者を採用して、あるいは受け入て良かった点、悪かった 
     点また変化した点について伺います。該当する項目にチェックして下さい。 
    （複数選択可） 
 








□８ その他（具体的には                   ）
 
     [悪かった点] 
□１  外国人研究開発者に対する世話役の研究開発者の負担が増加し 
                  (8) 
    て、本来の研究開発の進展がとどこおった。 
□２  宿舎の確保などの事務手続きに手間がかかった。 
□３  初期の教育・研修に時間が取られ、期待通りの成果が出ず。 
□４  コミュニケーションがうまくいかなかった。 
□５  日本での生活・文化に馴染めず、トラブルを起こした。 
□６  任期途中でより好条件の会社や研究組織に移ってしまった。 
□７  任期途中で帰国してしまった。 
□８  企業秘密が外部に漏れてしまった。 
□９  研究環境や研究方法に馴染めず、研究がはかどらなかった。 
□１０ 受け入れ体制そのものができていなかった。 
□１１ よくわからない。 
□１２ その他（具体的には、                 ） 
 
     [変化した点] 
□１ 外国人研究者が所属する研究グループ内では、研究に関する打ち 
   合わせや会合を英語で行うようになった。 
□２ 従来、日本人同士では暗黙的了解で進めてきたことを、英語で文 
   書化したり、グループ全員で議論したりして「明示化」するよう 
   になった。 
□３ 何ごとも論理的、理性的に討論をするようになった。 
□４ 自己主張や効果的プリゼンテーションをしないと他の人に認めて 
   もらえないと思うようになった。 
□５ 世界中には外見や思考方法、宗教、文化・風習など色々異なった 
   人がいて当然と思うようになった。 
□６ 現在実施している研究開発が世界的にみてどのような位置にある 
   のか気にするようになった。 



















   開発も国際化を進めないと国外の同業他社に負けてしまう可能性 
   がある。 
□２ 国外の企業と提携して共同研究開発を実施しており、その結果自 
   社の国内研究開発部門にも国外の研究開発者が多数滞在・訪問す 
   る。 
□３ 自社の伝統として経営そのものが国際化しており、実力のある研 
   究開発者を国籍を問わず中途採用していったら結果として現在の 
   ようになった。 
□４ 社会的使命として国際貢献のため自社独自の研究交流制度を設け 
   ている。 
□５ その他（具体的には                  ） 
 
 







   で、受け入れ部門で予め準備し、また専任者を指定して、十分に 
   世話・支援している。 
□２ 受け入れ部門で予想できる点については予め準備しておくが、そ 
   れ以外は外国人研究開発者が来てから希望を聞いてその都度対応 
   していく。 
□３ 外国人研究開発者が来てから、本人からの申し出に対して、その 
   都度世話・支援しているが、それ以外は本人に任せている。 
□４ 全て本人任せである。 




□１  宿舎・住居に関すること 
□２  身元保証・滞在許可、年金、健康保険など外国人に対する国の 
    制度や社会制度に関すること 
□３  病気・事故・その他トラブル発生時の対応 
□４  言葉・文化・風習の壁に関すること 
□５  子弟の教育に関すること 
□６  配偶者の仕事斡旋に関すること 
□７  研究開発業務に関すること 
□８  対人関係に関すること 
□９  金銭に関すること 
□１０ その他（具体的には           ） 
 
 





    理由は                          
□２ 現状のまま。 
    理由は                          
□３ 進める必要がない。 






    理由は、                       
□２ 人数は現在程度で、各人の滞在期間を長くする。 
    理由は、                       
□３ 滞在期間、人数とも増やす。 
    理由は、                       







   具体的には、                     
□２ 貴社自身の制度上の制約。 
   具体的には                       
□３ 貴社或いは日本の研究環境 
   （これにチェックされた場合、以下の（４）に進んでください。） 
□４ 生活環境 
   （これにチェックされた場合、以下の（５）に進んで下さい。） 





□１  研究スペースの不足 
□２  実験装置の老朽化・不備 
□３  外国人研究者に対する指導/パートナー研究者の負担の増大 
□４  研究・業績評価基準の不明確性 
□５  人事流動性の無さ 
□６  大学・他の研究開発機関との交流の無さ 
□７  外国と比べた研究情報の流通の悪さ 
□８  外国と比べたデータベース整備の遅れ 
□９  外国と比べた情報通信インフラ整備の遅れ 
□１０ 外国人研究開発者を引きつける世界的レベルの研究の少なさ 






□１  外国人用住宅確保 
□２  日本の高物価 
                  (12) 
□３  交通事情が悪い 
□４  言葉・文化・風習の壁 
□５  外国人子弟のための教育施設が近くに無い 
□６  外国人配偶者のための雇用が無い 
□７  外国人向き医療機関が無い 
□８  日本の人事・組織制度 
□９  日本の業績評価・給与制度 
□１０ 所在地が都会から離れている。近くに教育・文化・娯楽施設が 
    無い。 
□１１ 日本国民一般の国際化未熟（外国人を特別視、異質の人を避け 
    る、英語が不得手、ローマ字の道路標識が少ない、…） 
□１２ その他（具体的には                ）
 
 
  Q１１ 最後に、貴社が外国人研究開発者受け入れに関して、日本政府に望むことを 
      伺います。以下の項目について該当する項目にチェックして下さい（複数回 








□８ その他（具体的には                  ） 
□９ 何も望まない。 
 
  Q１２ その他、ご意見等ございましたら、ご自由にご記入下さい。 
   （                                    
                                        




    お忙しい中、ご協力を賜り真にありがとうございました。 
